
第１４号議案 

   足立区事務手数料条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  平成２７年２月２０日 

            提出者 足立区長  近 藤 弥 生 

 

  足立区事務手数料条例の一部を改正する条例 

第１条 足立区事務手数料条例（昭和３３年足立区条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

  別表第２中９７の項を１０１の項とし、８７の項から９６の項まで

を４項ずつ繰り下げ、９１の項の前に次のように加える。 

89 医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する

法律施行令第45条第1項

の規定に基づく高度管

理医療機器等の販売業

又は貸与業の許可証の

書換え交付 

高度管理医療機器

等の販売業又は貸

与業の許可証の書

換え交付手数料 

1件につ

き 

2,400円 書換え

申請の

とき 

90 医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する

法律施行令第46条第1項

の規定に基づく高度管

理医療機器等の販売業

又は貸与業の許可証の

再交付 

高度管理医療機器

等の販売業又は貸

与業の許可証の再

交付手数料 

1件につ

き 

3,400円 再交付

申請の

とき 

  別表第２中８６の項を８８の項とし、７９の項から８５の項までを

２項ずつ繰り下げ、７８の項の次に次のように加える。 

79 医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する

法律第39条第1項の規定 

高度管理医療機器

等の販売業又は貸

与業の許可申請手

数料 

1件につ

き 

3万

4,100円 

許可申

請のと

き 



に基づく高度管理医療

機器等の販売業又は貸

与業の許可の申請に対

する審査 

    

80 医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する

法律第39条第4項の規定

に基づく高度管理医療

機器等の販売業又は貸

与業の許可の更新の申

請に対する審査 

高度管理医療機器

等の販売業又は貸

与業の許可更新申

請手数料 

1件につ

き 

1万

2,400円 

更新申

請のと

き 

別表第５中１０１の項を１０２の項とし、１００の項を１０１の項

とし、同表９９の項種別・単位の欄中「又は同項（２）のアからカ」

を「、同項（２）のアからカまで又は同項（３）のアからカ」に、

「又は同項（２）のアに掲げる額」を「、同項（２）のア又は同項

（３）のアに掲げる額」に改め、同項を同表１００の項とし、同表９

８の項中「及び（２）」を「から（３）まで」に、「又は（２）の

ア」を「、（２）のア又は（３）のア」に、 

 「 

（２） （１）以外の場合  

          

                         

（２） 申請に併せて住宅の品質確保の促進等に関する法律

（平成11年法律第81号）第6条第1項の設計住宅性能評

価書（同法第5条第1項の住宅性能評価に係る部分につ

いて長期優良住宅の普及の促進に関する法律第6条第1

項第1号に掲げる基準に適合し、かつ、当該住宅性能

評価のうち構造の安定に関することについて建築基準

法施行令（昭和25年政令第338号）第81条第2項第1号

ロの限界耐力計算以外の方法により評価されたものに

限る。）が提出された場合 

 

   ア 100平方メートル以内のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1万 

6,000円 

を 

」 
「 



   イ 100平方メールを超え、500平方メートル以内のも

の 

    

ウ 500平方メートルを超え、1,000平方メートル以内

のもの 

 

   エ 1,000平方メートルを超え、2,500平方メートル以

内のもの 

 

   オ 2,500平方メートルを超え、5,000平方メートル以

内のもの 

 

   カ 5,000平方メートルを超え、1万平方メートル以内

のもの 

 

（３） （１）及び（２）以外の場合 

5万 

7,000円 

 

9万 

2,000円 

 

17万 

2,000円 

 

29万 

5,000円 

 

45万 

5,000円 

 

 改め、同項を同表９９の項とし、同表中９７の項を９８の項とし、９

４の項から９６の項までを１項ずつ繰り下げ、９３の項の次に次のよ

うに加える。 

94 マンションの建替え

等の円滑化に関する法

律（平成14年法律第78

号）第105条第1項の規

定に基づく建築物の容

積率に関する特例の許

可の申請に対する審査 

要除却認定マンシ

ョンの建替えによ

り新たに建築され

るマンションの容

積率の特例許可申

請手数料 

1件につ

き 

16万

円 

許可申請

のとき 

第２条 足立区事務手数料条例の一部を次のように改正する。 

  別表第５の８の項種別・単位の欄中「建築基準法」の次に「第６条

の３第１項ただし書の規定に基づき、構造計算に関する高度の専門的

知識及び技術を有する者として国土交通省令で定める要件を備える者

（以下「特定建築基準適合判定資格者」という。）である建築主事が

建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第９条の３に規定す

る特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合するかどうか

」 

に 



の審査（以下「特定建築基準適合審査」という。）をする部分が含ま

れている場合においては当該部分ごとに１０の項に掲げる額の手数料

を加えた額、同法」を加え、同表９の項種別・単位の欄中「建築基準

法」の次に「第１８条第４項ただし書の規定に基づき、特定建築基準

適合判定資格者である建築主事が特定建築基準適合審査をする部分が

含まれている場合においては当該部分ごとに１１の項に掲げる額の手

数料を加えた額、同法」を加え、同表１０の項及び１１の項を次のよ

うに改める。 

10 建築基準法第6条の3

第1項ただし書の規定に

基づく建築物に関する

確認の申請に対する審

査に係る特定建築基準

適合審査 

特定建築基準適合

審査手数料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定建築

基準適合

審査をす

る部分の

床面積に

応じ、次

に掲げる

額とす

る。 

 

（１） 

1,000平

方メート

ル以内の

もの 

 

（２） 

1,000平

方メート

ルを超

え、

2,000平

方メート

ル以内の

もの 

 

（３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15万

6,000円 

 

 

 

 

20万

9,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

24万円 

確認申請

のとき 

     



  2,000平

方メート

ルを超

え、1万

平方メー

トル以内

のもの 

 

（４） 

1万平方

メートル

を超え、

5万平方

メートル

以内のも

の 

 

（５） 

5万平方

メートル

を超える

もの 

 

 

 

 

 

 

 

 

31万

9,000円 

 

 

 

 

 

 

 

58万

7,000円 

 

11 建築基準法第18条第4

項ただし書の規定に基

づく建築物に関する計

画の通知に対する審査

に係る特定建築基準適

合審査 

特定建築基準適合

審査手数料 

特定建築

基準適合

審査をす

る部分の

床面積に

応じ、次

に掲げる

額とす

る。 

 

（１） 

1,000平

方メート

ル以内の

もの 

 

（２）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15万

6,000円 

 

 

 

 

20万 

計画通知

のとき 



  1,000平

方メート

ルを超

え、 

2,000平

方メート

ル以内の

もの 

 

（３） 

2,000平

方メート

ルを超

え、1万

平方メー

トル以内

のもの 

 

（４） 

1万平方

メートル

を超え、

5万平方

メートル

以内のも

の 

 

（５） 

5万平方

メートル

を超える

もの 

9,000円 

  

 

 

 

 

 

 

 

24万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

31万

9,000円 

 

 

 

 

 

 

 

58万

7,000円 

 

  別表第５の１２の項種別・単位の欄中「建築基準法」の次に「第６

条の３第１項ただし書の規定に基づき、特定建築基準適合判定資格者

である建築主事が特定建築基準適合審査をする部分が含まれている場

合においては当該部分ごとに１０の項に掲げる額、同法」を加え、同

表１３の項種別・単位の欄中「建築基準法」の次に「第１８条第４項



ただし書の規定に基づき、特定建築基準適合判定資格者である建築主

事が特定建築基準適合審査をする部分が含まれている場合においては

当該部分ごとに１１の項に掲げる額、同法」を加え、同表２７の項、

２９の項、３１の項、３３の項、３５の項、３７の項及び３９の項事

務の欄中「第１８条第１５項」を「第１８条第１７項」に改め、同表

４１の項、４３の項及び４５の項事務の欄中「第１８条第１８項」を

「第１８条第２０項」に改め、同表４６の項中「第１号」の次に「又

は第２号」を加え、「承認」を「認定」に改め、同表４７の項中「第

１８条第２２項」を「第１８条第２４項」に改め、「第１号」の次に

「又は第２号」を加え、「承認」を「認定」に改め、同表６９の項、

７０の項及び７１の項中「第６７条の２」を「第６７条の３」に改め、

同表中１０２の項を１０３の項とし、１０１の項を１０２の項とし、

同表１００の項種別・単位の欄中「構造計算適合性判定を要する」を

「特定建築基準適合審査をする」に、「１の建築物について１１の

項」を「当該部分ごとに１１の項」に改め、同項を同表１０１の項と

し、同表９９の項種別・単位の欄中「構造計算適合性判定を要する」

を「特定建築基準適合審査をする」に、「１の建築物について１１の

項」を「当該部分ごとに１１の項」に、「建築基準法施行令（昭和２

５年政令第３３８号）」を「建築基準法施行令」に改め、同項を同表

１００の項とし、同表中９８の項を９９の項とし、９４の項から９７

の項までを１項ずつ繰り下げ、９３の項の次に次のように加える。 

94 建築基準法施行令第

137条の16第2号の規定

に基づく建築物の移転

の認定の申請に対する

審査 

建築物の移転認定

申請手数料 

1件につ

き 

2万

8,000

円 

認定申請

のとき 

別表第６都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８

４号）第５４条第１項の規定に基づく低炭素建築物新築等計画の認定

の申請に対する審査の部低炭素建築物新築等計画認定申請手数料の項



及び都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第１項の規定に基づ

く低炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に対する審査の部低炭

素建築物新築等計画変更認定申請手数料の項中「構造計算適合性判定

を要する」を「特定建築基準適合審査をする」に、「１の建築物につ

いて同表」を「当該部分ごとに同表」に改める。 

   付 則 

 この条例中第１条の規定は平成２７年４月１日から、第２条の規定は

平成２７年６月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

及び建築基準法等の改正に伴い、規定を整備する必要があるので、この

条例案を提出いたします。 


